
３月議会 ････予算特別委員会での、平野市議の質問から ････ 

中小のホテル旅館の 

耐震化も支援を！ 
 

｢中小旅館は自己責任｣でよいのでしょうか？ 

  昭和 56 年以前の 5,000 ㎡以上のホテル旅館８施設は、 

 国、県、市の手厚い支援で、平成 27 年度までに耐震診断 

と改修補強ができるようになりました。 

４月から､耐震認定証(｢適｣マーク)が発行されますが･･･ 

昭和 56 年以前に建てられた 1,000～5,000 ㎡のホテル旅 

館が、別府市内には 63 施設あります。56 年以降の施設に 

は、今年４月から耐震「適」マークが発行されます。しか 

し 63 施設は「耐震不適格建築物」として発行されません。 

このままでは営業にも影響しかねません。 

平野市議は「経営者の声を聞きながら、中小のホテル旅 

館の耐震化についても国や県の支援を求めるべき」と主張 

しました。 

 

市民税の均等割が 

500 円増税されます 
 新年度から 10 年間、 

市民税と県民税が 500 

円ずつ増税されます。 

 平野市議は「これは 

緊急防災事業のための 

目的税であり、高齢者 

など災害弱者の命を守 

るために使うべきだ」 

と指摘しました。 

 

 

 

 

 

 

 

新
年
度
予
算
に
は
、
５
千
㎡
以
上
の
大
規
模
建

築
物
の
ホ
テ
ル
な
ど
へ
の
支
援
金
・
約
３
億
円
が

計
上
さ
れ
て
い
ま
す
。 

 

平
野
市
議
は
、
中
小
の
ホ
テ
ル
旅
館
に
対
す
る

支
援
を
国
や
県
に
要
請
す
る
よ
う
求
め
ま
し
た
。 

 

 

自
己
負
担
２
万
円
で
、 

耐
震
診
断
が
で
き
ま
す 

････

市
民
税
５
０
０
円
の
増
税
分
は 

災
害
弱
者
の
命
を
守
る
費
用
に
、
と 

平
野
市
議
が
提
言････ 

耐
震
強
度
が
足
り
な
い
木
造
住
宅
が
、
別

府
市
内
に
１
万
２
千
戸
も
あ
り
ま
す
。
こ
れ

に
対
し
て
、
診
断
と
補
強
を
支
援
す
る
市
の

予
算
は
１５
戸
分
し
か
組
ま
れ
て
い
ま
せ
ん
。 

平
野
市
議
は
「
古
い
木
造
住
宅
に
は
高
齢

者
が
多
い
。
自
宅
の
強
度
を
知
る
こ
と
に
よ

り
、
緊
急
時
の
対
応
も
ち
が
っ
て
く
る
。
市

民
税
の
増
税
分
を
使
っ
て
、
木
造
住
宅
の
耐

震
診
断
を
大
幅
に
す
す
め
る
べ
き
だ
」
と
主

張
し
ま
し
た
。 

こ
れ
に
対
し
て
市
は
「
３
万
円
を
補
助
す

る
の
で
２
万
円
で
耐
震
診
断
は
で
き
ま
す
。

補
強
工
事
の
支
援
も
上
限
８０
万
円
ま
で
引

き
上
げ
ま
す
」
と
答
弁
し
ま
し
た
。 
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ごみ焼却場の負担金 4 億円 
疑問１････なぜゴミを増やすの？ 

  広域圏事務組合（管理者・浜田博）は、日立造船と「毎年 

６万３千トンのゴミを燃やす」契約をしています。ところが、 

平成 24 年度で燃やしたゴミは５万８千トン。ゴミ減量が言わ 

れているときに、なぜ「増やす契約」をしたのでしょうか。 

 

疑問２････ゴミを減らせば、 

なぜ、日立への支払い額が増えるの？ 
  さらにおかしいことに、広域圏事務組合は「ゴミを減らせば 

減らすほど、多額の焼却料金を支払うという契約」を日立造船 

と交わしています。平野市議は「こんな変な契約は再協議で正 

すべき」と迫りましたが、市当局は応じませんでした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

新
年
度
か
ら
新
ご
み
焼
却
場
が
稼
働
し
ま

す
。
別
府
市
の
負
担
金
は
約
４
億
円
で
す
。 

こ
の
問
題
点
に
つ
い
て
、
平
野
市
議
は
左
の

よ
う
に
指
摘
し
ま
し
た
。 

 

 
 

高
校
授
業
料
の
無
償
制
度
を 

廃
止
し
た
自
民
・
公
明
政
権 

  
 

◆
新
年
度
の
新
入
生
か
ら
「
授
業
料
の
無
償
制
度
」
が
廃
止
さ
れ
、
年
収

９
１
０
万
円
以
下
の
高
校
生
に
は
「
授
業
料
と
同
額
の
支
援
金
」
が
支
給
さ

れ
ま
す
。
で
す
か
ら
大
半
は
「
実
質
無
償
」
と
な
り
ま
す
が
、
そ
の
た
め
に

は
「
所
得
証
明
」
を
添
付
し
た
「
申
請
」
が
必
要
に
な
り
、
申
請
が
な
け
れ

ば
、
授
業
料
を
払
わ
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。
保
護
者
も
、
学
校
も
、
余
分

な
事
務
が
増
え
る
の
で
す
。 

 

◆
平
野
市
議
は
「
課
税
証
明
を
取
り
に
く
い
家
庭
も
あ
る
。
一
人
の
『
受

け
ら
れ
な
い
生
徒
』
が
出
な
い
よ
う
、
親
切
丁
寧
な
対
応
を
求
め
た
い
」
と

要
望
し
ま
し
た
。
こ
れ
に
対
し
て
、
別
府
商
業
高
校
事
務
長
は
「
そ
の
よ
う

に
対
応
し
ま
す
」
と
答
弁
し
ま
し
た
。 

  

自民・公明は、なぜ 
「無償化」を敵視するのか 

 

国連の「国際人権規約」には「高等教

育は・・・・無償教育の導入により、能

力に応じ、すべての者に対して均等に機

会が与えられるものとする」とあります。 

自民党政府は 1979 年に批准したが、

「無償教育の導入」には拘束されない権

利を留保すると宣言したのです。 

自民、公明はなぜ「無償制度」を敵視

するのでしょうか。 

 

４月から消費税が８％に増税さ

れ、秋には、非課税世帯に１万円

が支給されます。 
 新年度予算には「臨時福祉・子育て給付金」

が計上されました。消費税増税の緩和措置と

して支給されます。６月の所得確定後、対象

者に通知され、秋口に受け取れるそうです。 

 給付金は一回きり、消費税は一生涯ついて

まわります。ワリに合わない計算です。 

 

 

 

 


